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日本の農 業は,現 在,大 きな岐路 に立た されて いる と言 ってよい。かつて,
滴度成長 の過程 においては,農 業の生産性の向上,総 生産の増大,そ して生
鱈水準 の向上 な どが政府 の施策 と して もはか られ,一一定の成果 を収 めて き
旋ω。 しか し,そ の後 の急速 な経済成長,国 際化の著 しい進展 は,日 本の食
料 農業,そ して農村 をめ ぐる状 況を大 き く変化 させ ることとな った。
日本の社会 は,効 率性 を優先 した大量規格生産型 の工業社 会か ら,多様化 ・
yフト化 ・省資源化 をベース とす る循環型 の社会へ転 換 しようとしてい る。
国民の意識 も,暮 らしの心地 よさ,環 境,健 康な どに重点を置 く傾 向が見 ら
れている。競争 と共生,も の とこころ,都 市 と農 村,工 業 と農業な どの調和
への途 を探 って いる と言 える。 それ とともに,食 料,農 業,農 村の価値 が認
識され,そ の役割へ の期待が高 まっている。
本 論で は,日 本 における食料,農 業,農 村 が抱 え る問題 を分析 し,今 後 の
























小麦 9 9 12
大麦 ・はだか麦 7 5 14
甘藷 99 100 97









野菜 86 84 87
果実(計) 53 49 51
みかん 112 98 101
りんご 66 66 65
その他の果実 35 34 37
牛乳 ・乳製品 71 71 75
肉類(計) 56 55 61
牛肉 36 35 38
豚肉 62 bl 73
鶏肉 68 67 73
鶏卵 96 96 98
砂糖 29 32 34









海藻類 66 63 72








闊 あま り不安 はない

































































出所)総 理府 「農産物貿易 に関 する世論調 査」(2000年)
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世界 の食料需給 が,人 口増加や畜産物消 費の拡大 な どによる1
の増大,環 境 問題 な どに よる農業生産 の拡大 に係 わ る制約など毒
的 には逼迫 する可能性 もあ る と見込 まれ る一方(FAO,2001),レ
給 につ いて輸入 への依存 度を強めて お り,国 民 の多 くは,将来 ド
不安 を抱 いている。 図2は その一例で ある。h
こ うした状況 に対 して,総 理府の調査で は図3の ように,∫.
4理的 な価格で安定 的に輸 入すべ きで ある とい う,農 業生産U,::
民の期待 は高 まっている。 この点への施策 につ いて は,食 料 ・
本法で も定 められ ている。 同法では,そ の他,国 内農業生産の
とを基 本 に して,輸 入 と備蓄 を適 切に組み合わせ ること,不測罰
保 障の必要性 を提起 している。
最後 に,現 在,日 本 では生野菜 な どへのセー フガー ド発動が ・
る。 そ こには,農 業従事者 の減 少,高 齢化 とい った問題に加え




サ ヤ エ ン ドウ 58.3 31%
ニ ンニ ク 57 23
ブ ロ ッ コ リー 55.3 91%
ア ス パ ラガ ス 50 59
カボチャ 47.5 73
生シイタケ 33.1 42
シ ョ ウガ 21.8% 54
ゴボウ 15.5 65
タケ ノ コ 10% 116%
タマネギ 5.4 8Q




日本における食料 ・農業 ・農村問題 とWTO交渉
る。そ して それ は,従 来 の不作時 の需要 を賄 うとい った機能,端 境 期の輸 入
というよ りは,市 場価格 の低下 を通 じて,産 地 を直 撃 し,深 刻 な状況 を招い
ている。表7は,直 近 の卸売市場 におけ る主な野菜の輸入割合 と価格で ある。
3.農 業の現 状 と課題
経営耕地の規模 と,経営部門別経営規模の推移を表 したのが表8で ある。

















3.54ha 4,09 6.76 9.28 12.64 14.27 4.0倍
同:都道府県 0.77ha 0.79 1:1 1: 0.92 0.95 1.2倍
経営部門別:
水稲
55.3a 57.5 60.1 .1 85.2 ., L5倍
同:乳用牛 2.0頭 3.4 11.2 25.6 44.0 52.5 26.2倍
同:肉用牛 L2頭 1.3 3.9 8.7 17.5 24.2 20.2倍
同:養豚 2.4頭 5.7 34.4 129.0 545.2 .. 349.2倍
同:採卵鶏 一 羽 27 229 1,037 20,05928,704 35.8倍
同:ブ ロイ ラー 一 羽 892 7,596 21,40031,10035,200 39.5倍







1960年11961年1965年 1975年 1985年 1995年 1997年 ..;年 1999年2000年
農地面積 607 .1' 600 557 538 ,.. 495 491 487 483
拡張面積 2.9 2.7 3.4 4.6 1.9 0.3 0.3 0.3 0.4 0.4
改廃面積 3.4 3.6 7.0 8.9 3.6 4.8 4.8 4.6 4.3 4.0
出所)農林水産省 「耕地及び作付面積統計」
表11耕 作放棄地の推移(単 位:万ha)
1980年 1990年 1995年 2000年
耕作放棄地 9.7 is.i 量6.2 21.0
うち中山間地域 5.3 8.4 8.7 11.1
出所)農林水産 省 「農林業セ ンサ ス」
機能の維持増進を課題 としてあげている。 これに対 して旧農業基本法では,
農業従事者の地位の向上,生 活水準の向上が目的であった。 しか し,改善の
兆しが見受けられないのは事実である。
農業は,食料の安定供給のみならず,国 土の保全,水 源の酒養,自 然環境
の保全,良 好な景観の形成,文 化の伝承 といった多面的な機能 を有 してい
る(3)。農業は,有形,無 形の価値を創 り出す経済活動である。この点,す な
わち農業の多面的機能の適切かつ十分な発揮は,旧 農業基本法には定められ
ていなく,食料 ・農業 ・農村基本法に定められた点である。さらに,ゆ とり
やうるおい,安全や安心を重視する国民の価値観 とも一致 しよう。ちなみに
日本では,中 山間地域で多面的機能の増進につながる行為を規定 した集落や
個人に,5年 以上継続 して農業を行 うことを前提に,最大100万円が支払わ
れることになった。表12は,農林水産省農業総合研究所による試算(1999)
(3)こう した 多 面 的 機 能,外 部 経 済 効 果 の 検 証 に は,代 替 法,CVM,ヘ ドニ ッ ク
法,ト ラベ ル コ ス ト法 な どの方 法 が 用 い られ て い る。 そ れ らの 内 容,特 徴,適
用 範 囲,問 題 点 な ど につ い て は,Curnow(2001),邦文 で は,三 菱総 合 研 究所
(1999),環境 会 計 につ い て は家 串(2001)などを 参 照 。
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4.農 村 の現状 と課題
1農村 は,農 業生産の場で ある と同時 に,農 業者 を含 めた地域住民 の生活 の
揚であるが,近 年で は,若 年層 の都市部 への流 出な どに より,過 疎化 と高齢
化が進み,地 域 全体での活力が低下 して いる。高齢化 比率(4)は1960年には6.8
%(全国では5.7%)であったのが,1995年には18.3%(同14.5%)になって
いる(総 務庁 「国勢 調査」)。また,農 村(人 口集中地域以外の区域 と定義 さ























(4)(65歳以 上 人 口/総 人 口)×100で算 出 され た 。
(5)中山 間 地 に お け る事 業 展 開 の あ り方 に つ い て は,頼 平編(1992),斎藤(1999)




























全国① 3,729 3.228 12,526 1,973 14.5 94,718 389
中山間
地域②
2,528 1,753 1,762 1,449 21.7 34,661 且49 3
②/①
(%)
















出所)自 治省 「公共施設状 況調」 1999年) ヨ
1
一124一
日本における食料 ・農業 ・農村問題 とWTO交渉
に,都 市農業 に も,新 鮮 な農産 物 を供給 す る とい う役割 だ けで な く,
.な役割を果 たす ことも認識 すべ きで ある。環境の浄化,災 害の防止 な


























」 「青」 「黄」 に つ い て は 、 脚 注(7)を参 照 。
詳細 につ い て は,OECD(2001),今村 ほか(1997),農林 水産 省 「農 林 水 産 物
レポ ー ト」 「WTO農業 交 渉 日本 提 案 」 な どを 参 照 。
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,よ り深い議論が今後求められる。その点で日本は,食 料 ・
(9)オー ス トラ リア も類 似 した ス タ ン ス を とっ て い る。FreemanandRobert(1999),
WohlmeyerandQuend且er(zoos)を参 照 。
O① 服 部(2000)は,山 間 部 や 中 山 間 地 に,自 動 車 工 場 は も っ て これ な い な ど と,




沙させ るこ と,例 外な き関税 を実施す るこ と,国 内支持 に関 して は,助 成
計量(AMS)を6年 間 に20%削減す ること,輸 出数量制 限 について も金額
1一スで36%,数量ベー スで21%削 減す るこ とな どが取 り決め られた。この
覧
に関して政府 は,県 レベルの事業促進政策 の策定,平 地 農業地域 において
,灌概排水施設,農 道 な どの整備,中 山間地域 に対 して は,農 業集落排水
の
.設の整備 に対 して,ウ ル グアイ ラウン ド対策費 を充当す るこ とを予定 して
}るとい う。事業の加速 度的な促進 と,効 率的で安定的 な農業経営 を図 るこ
とで,諸 条件 の整備 を総 合的に行 うこ とが求め られ る。
最後 に,ガ ッ ト,ウ ルグアイラウン ド,WTOと いった交渉以外に も,農 林
水産物 の高関税,動 植物検疫,コ メの参 入,バ イオテク ノロジー(遺 伝子組
換え)の 表 示,豚 肉 ・菜種油 ・澱粉の関税な ど,抱 える問題 は多い。 こうし
た問題 に対 して も,積 極的 な対応が求 め られてい る。
なお,各 国におけ る農産物 関税 率,日 本の農産物 の品 目分類別平均 関税率







オ ー ス トラ リア 3% 10%
ス イ ス 51% 9%
ノ ル ウ ェー 124 26
韓国 62 18%
タ イ 35 29
イ ン ド 124 67
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6.お わ りに
以上,日本の農業の現状について,論 点を限定 しながらも幅広 く議論を進
「てきた













よる農業分野 との連携(販 路開拓や製品開発,原 産地表示,遺 伝子組換え
品の表示,有機食品の検査認証および表示の徹底など),消費者による農業
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農業生産 法人数 も,わ ずかで はあるが増加 している。
株式会社化 も課題 の一つで ある(宮 崎,2001)。今回の新基 本法で は,現 行
の株式会社が農地 を取得 す ることは,現 行 どお り禁止 された。 しか し,農 家
や農業生産法人が株式会社化 す ることは認め られた。確 かに株式の譲渡制限
や出資制限 は残 っている ものの,事 業,出 資者や役員制限 などは大幅に緩和
され,農 業 への新規参 入への道 は開かれた。ベ ンチ ャー企業の参入や大 きな
ビジネスチャンスの可能性 も存在す る。
農村 につ いては,農 業の振 興が一義的 に求め られ よ うが,自 然,歴 史,文
化,景観 な どを大切 に し,開 かれた,個 性的で魅力 ある地域づ くり,快 適 な
社会をつ くる ことが求 め られ る。その ために,農 業 の振興 も大切で あ るが,
中山間地域 の振興 と都 市 ・農村の交流 な どの施策 は重要で ある。都市 と農村
の交流 につ いては,幸 い,生 鮮野菜 な どの供給基地,緑 や景観,リ ク リエー
1ションの場,居 住 の場 そ して防災空間 として も注 目を集めて い る。今後,
農村におけ る滞在型 の余暇活動(グ リー ン・ッー リズ ム),「市民農園」,産地
直送や伝統 芸能 ・工芸,イ ベ ン トな どを通 じた交流 の推進 が一層 求め られ る。
中山間地域 については,そ の資源 を有効 に利用 し,産 業 の振興 を図 り,就 業
機会や定住条件 の確保 が必要であ る(YandleandTerry,2001)。
一方,農村 の過疎化 と高齢化 は深刻であ る。農業生産 基盤 も重要で あるが,
交通,情 報通信,衛 生,教 育,文 化 な どを含 めた生活環境施設 の整備が求 め
られる。
WTO交 渉 につ いては,国 際的 な理解 が得 られ るよう,粘 り強 い交渉 と交渉
プロセスを公 開す るな ど,国 民的理解 の下で の交渉 が求め られ よう。 その際
に,他 国 との連携,働 きか け とともに,国 内では情報 の開示を図 り,交 渉プ
ロセスの透明化,国 民理解 の 一ドでの交渉 が期待 され る。 ただ し,ウ ル グアイ

































農林水産省 「食料 ・農業 ・農村基本法のあらまし」
農林水産省 「青果物卸売市場調査報告」
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